
小平市地域包括ケア推進計画
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１ 計画の基本理念

住み慣れた小平で、いきいきと笑顔で暮らせる地域社会をめざして

２ 基本目標

Ⅰ　地域でお互いに支え合い、誰もが暮らしやすいまちづくりの支援

Ⅱ　いつまでも、自立した、生きがいのある生活の支援

Ⅲ　高齢者のニーズに応じたサービス提供の充実

３ 施策

（１）　地域づくり・日常生活支援

（２）　見守り体制の充実

（３）　認知症施策の推進

（４）　在宅医療と介護の連携の推進

（５）　社会参加の促進

（６）　介護予防・健康づくり

（７）　権利擁護の充実

（８）　介護サービスの充実と給付の適正化

（９）　安心できる住まいの確保

４ 施策の取組及び令和２年度の実績

　計画期間の最終年度として、計画に基づき事業を進めたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、一部の事
業について実施方法の変更や規模を縮小して実施、もしくは中止としたことに伴い、数値目標を達成できなかった指
標がある。
　新型コロナウイルス感染症の影響による高齢者の外出自粛や交流の減少等に伴う孤立、心身の機能低下などが懸
念されることを踏まえ、自宅でも介護予防に取り組めるよう、市ホームページで介護予防体操の動画を配信したほか、
ＤＶＤやパンフレットの配付を行うとともに、高齢者の生活状況アンケートについて対象者数を拡大して実施するなど、
高齢者の実態把握に努め、見守りが必要な高齢者に対して、訪問や電話による相談を行った。
　介護サービスの整備については、認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護を、各１か所整備すると
ともに、特別養護老人ホームが１施設開設した。また、医療ニーズの高い要介護者への支援の充実を図るため、看護
小規模多機能型居宅介護の整備を行い、市内初となる事業所が開設した。

- 1 -



（１） 地域づくり・日常生活支援

【施策の方向】

○地域包括支援センターの事業の評価を行い、高齢者の総合相談窓口等としての機能の強化を図ります。

○地域ケア会議、生活支援整備体制整備事業協議会の開催を通じて、地域における課題解決力の強化を図ります。

○介護予防・日常生活支援総合事業の住民主体によるサービスの普及を図ります。

○サロン、地域の通いの場の立ち上げに必要な支援を行います。

○生活サポーター、介護予防リーダー、認知症支援リーダーの養成や、地域で活動する人材の育成に努めます。

【数値目標】

基準時点
平成29年10月

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度末

26か所 43か所 41か所 45か所

基準時点
平成29年12月

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度末

73人 172人 201人 210人

36人 62人 68人 70人

92人 165人 175人 170人

（２） 見守り体制の充実

【施策の方向】

○介護予防見守りボランティアの一層の充実を図ります。

○民間事業者等との高齢者見守り協定の締結をさらに進めます。

○地域における見守り体制の充実を図るため、関係者間の情報共有とネットワークの充実に努めます。

○高齢者の実態把握調査の実施等により、支援を要する高齢者への適切な支援体制の構築に努めます。

【数値目標】

基準時点
平成28年度末

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度末

288人 400人 411人 450人

11団体 44団体 52団体 50団体

介護予防見守りボランティアの累計
登録者数

高齢者見守り協定累計締結団体数

生活サポーターの累計登録者数

内容

内容

介護予防リーダーの累計登録者数

認知症支援リーダーの累計登録者数

内容

サロン、地域の通いの場の数
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（３） 認知症施策の推進

【施策の方向】

○認知症サポーター養成講座や認知症支援リーダー養成講座を通じて、認知症への理解を深めるための普及・啓発を図ります。

○認知症の人やその家族が、地域の人や医療・介護関係者と交流を図ることを目的とする認知症カフェの開催を推進します。

○認知症初期集中支援チームの活動を通じて、早期に認知症の鑑別診断が行われ、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の

　対応体制を構築します。

○認知症への理解の促進を図るため、小平市で定める「認知症週間」の期間に、認知症に関するイベントや声かけ模擬訓練等を実施します。

【数値目標】

基準時点
平成28年度末

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度末

5,907人 8,886人 9,234人 10,000人

（４） 在宅医療と介護の連携の推進

【施策の方向】

○介護保険法施行規則に、実施することが定められている「切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進」を平成３０年度中に

開始します。

○協議会の開催等を通じて関係者間の連携をさらに深め、在宅医療と介護の連携における課題認識を共有し、課題解決に繋げます。

（５） 社会参加の促進

【施策の方向】

○シルバー人材センターの事業の周知を図り、会員数の増加に努めます。

○高齢クラブ連合会との連携により、高齢クラブの活動の活性化を図ります。

○福祉会館、高齢者館を適切に運営し、高齢者の交流の場等としての機能の充実に努めます。

【数値目標】

基準時点
平成28年度末

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度末

1,127人 1,138人 1,110人 1,180人

内容

シルバー人材センター会員数

内容

認知症サポーター養成講座の累計
受講者数
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（６） 介護予防・健康づくり

【施策の方向】

○介護予防講座の回数や内容の充実を図り、より多くの方に介護予防の取組を広めます。

○介護予防リーダーに介護予防講座の運営に参加してもらい、地域における介護予防の機運を高めます。

○「こだいら健康増進プラン」の定めるところにより、健（検）診の受診率の向上、ライフステージを通じた食育、運動習慣の継続等の健康づくりの

　　推進に取り組みます。

【数値目標】

基準年度
平成28年度

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度

8,961人 15,429人 1,582人 18,000人

（７） 権利擁護の充実

【施策の方向】

○権利擁護に関する事業を実施する権利擁護センターや、高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターの周知に努めます。

○虐待に対する早期の対応を図るため、関係機関との連携に努めます。

内容

介護予防講座の年間参加延べ人数
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（８） 介護サービスの充実と給付の適正化

【施策の方向】

○地域密着型サービス、介護施設については、アンケート調査結果等による利用意向、既存施設の待機状況、近隣市の整備状況、第６期から継続

　　している協議の状況を勘案しながら、具体的な整備目標を定めます。

○要介護認定調査票の点検やケアプラン点検など介護給付適正化の取組を推進し、公正な制度運営に努めます。

【数値目標】

地域密着型サービスの整備

基準時点
平成29年度末

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和2年度末

1か所 1か所 0か所※1 2～3か所

5か所
登録定員136人

5か所
登録定員136人

6か所
登録定員169人

6か所
登録定員165人

9か所
定員153人

9か所
定員153人

10か所
定員171人

10か所
定員171人

－ －
1か所※2

登録定員25人
－

介護施設の整備

基準時点
平成29年度末

実績
令和元年度末

実績
令和2年度末

目標
令和7年度末

定員612人 定員755人 定員845人 定員912人

（９） 安心できる住まいの確保

【施策の方向】

○高齢者住宅（シルバーピア）の適切な運営支援に努めます。

○住まいにおいて、より安全に生活ができるよう、住宅改修への支援を行います。

○東京都がサービス付き高齢者向け住宅の整備に補助を行う際に、事業者に対し市が定める基準に留意するよう求めることで、よりよい住宅環境の

　　整備に努めます。

小規模多機能型居宅介護

認知症高齢者グループホーム

内容

特別養護老人ホーム
（地域密着型を含む）

内容

定期巡回・随時対応型訪問介護看
護

看護小規模多機能型居宅介護

※1　定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、特別養護老人ホームに併設して１か所整備を進めましたが、開設には至りませんでした。

※2　医療ニーズの高い要介護者への支援の充実を図るため、看護小規模多機能型居宅介護の整備を行い、市内初となる事業所が開設しました。

     また、既存事業所の廃止により、令和2年度末現在、サービスを提供している事業所はありません。
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５  令和２年度実施状況

（１） 地域づくり・日常生活支援

①
地域包括支援セン
ターの役割と機能強
化

保健師等、社会福祉士、主任ケアマネジャーを配置し、介護予
防ケアマネジメント、総合的な相談窓口、権利擁護、包括的・継
続的ケアマネジメント、地域ケア会議などの事業を実施します。
事業を通じて、日常生活圏域における課題の集約や関係機関
との連携を図ります。
相談件数の増加や相談内容の複雑化に対応するため、事業内
容の精査や適切な人員体制を整えるなど、機能強化を図りま
す。

高齢者支援課

② 地域ケア会議

高齢者個人に対する支援の充実とともに、それを支える社会基
盤の整備を進めるため、地域ケア会議を実施し、関係機関や市
民との協働、ネットワークの維持や拡充に努めます。市では地域
包括支援センターにおける個別ケースの内容に応じて、個別課
題解決、地域包括支援ネットワーク構築、地域課題発見につい
て検討する個別ケア会議、日常生活圏域における地域課題の
把握や対応を行うために、地域包括支援ネットワーク構築、地域
課題発見、地域づくり・資源開発について検討する地域型地域
ケア会議、地域型地域ケア会議で集約・整理された日常生活圏
域ごとの課題の解決をめざし、地域包括支援ネットワーク構築、
地域課題発見、地域づくり・資源開発、政策形成について検討
する基幹型地域ケア会議を実施します。

高齢者支援課

〔生活支援コーディネーター〕
地域包括支援センターに配置した生活支援コーディネーター
が、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア
等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそ
のネットワーク化などを行います。

高齢者支援課

〔協議会〕
生活支援・介護予防サービスの多様な提供主体等が参画する
情報の共有・連携強化の場である協議会において、多様な主体
間の情報共有及び連携・協働による体制整備を推進します。

高齢者支援課

事業名 事業内容 令和３年度予定

引き続き事業を実施します。

「小平市地域ケア会議実施計
画」に基づき、実施します。

担当課

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

進捗状況（令和２年度実績）

市内5圏域に設置された地域包括支援センターにおいて、保
健師、社会福祉士、主任ケアマネジャーが中心となり、高齢
者の生活を総合的に支える様々な支援を行うとともに、介護
予防プランの作成や相談等を行いました。基幹型地域包括
支援センター（中央センター）では、地域包括支援センター
の統括や連絡調整、後方支援を実施しました。
相談件数：17,281件
ケアマネジメント業務：27,512件
介護予防プラン、介護予防・日常生活支援事業ケアプラン作
成件数：1,778件

生活援助の訪問回数の多いケアプランの検証1回
介護予防に資するケアプランの検討2回
個別事例の検討9回
生活支援体制整備協議会26回
圏域内でのテーマ設定型会議5回
基幹型地域ケア会議1回

基幹型地域包括支援センターに第1層生活支援コーディ
ネーター1人、地域包括支援センターに第2層生活支援コー
ディネーター9人を配置し、市全域の地域の支援に関するあ
り方の検討や地域資源の把握などを行う生活支援体制整備
事業協議会の設置及び運営を行いました。

第1層生活支援体制整備事業協議会：4回
第2層生活支援体制整備事業協議会：22回
第2層生活支援コーディネーター連絡会：5回
医療・介護情報検索サイトを運用。

③ 生活支援体制の整備
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〔生活サポーター養成〕
介護予防・日常生活支援総合事業の生活援助サービスの担い
手を養成します。
【令和2年度末目標 生活サポータ累計登録者数210人】

高齢者支援課

〔介護予防リーダー養成〕
市が実施する介護予防講座の運営への協力や、介護予防に関
する集まりを独自に実施する担い手を養成します。
【令和2年度末目標 介護予防リーダー累計登録者数70人】

高齢者支援課

〔認知症支援リーダー養成〕
認知症の方やその家族への適切なサポートや、認知症カフェ等
でのボランティアを行う担い手を養成します。
【令和2年度末目標 認知症支援リーダー累計登録者数170
人】

高齢者支援課

⑤
高齢者交流活動（サ
ロン等）への支援

高齢者を主体とした交流活動の運営に係る相談支援、情報提
供、研修及び団体相互の連絡調整、サロンの開始及び運営に
係る経費を助成します。
【令和2年度末目標 サロン、地域の通いの場の数45か所】

高齢者支援課

⑥
介護予防ボランティア
ポイント制度

地域包括支援センターが実施する介護予防講座の運営の補助
などの、高齢者の介護予防に資するボランティア活動実績を、
介護予防ボランティアポイントとして評価することにより、介護予
防を促進し、もって元気な高齢者が地域に貢献できるような取組
を推進します。
介護予防ボランティアポイントは、小平商工会が発行する小平
ベリースタンプと交換ができます。

高齢者支援課

〔家族介護教室〕
高齢者を介護している家族を対象に、地域包括支援センターで
介護方法や要介護者の重度化予防、介護者の身体的・精神的
負担の軽減等についての知識・技術を得るための家族介護教
室を開催します。

高齢者支援課

〔認知症高齢者見守り〕
ＧＰＳの利用やＱＲコード付きのシールの配付により、徘徊等の
恐れのある高齢者が行方不明になったときの早期発見・保護に
つなげます。

高齢者支援課

 
⑧

日常生活を支援する
取組

〔介護予防・生活支援サービス事業〕
要支援の認定を受けた方、基本チェックリストにより対象者と判
定された方に対し、事業所や住民主体による訪問型サービス、
通所型サービス等を通じ、自立した生活を継続できるよう必要な
支援を行います。

高齢者支援課

介護をしている家族
への支援

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、介護予防リーダー
養成講座を中止しました。
【令和2年度末 介護予防リーダー累計登録者数68人】

認知症支援リーダー養成講座　受講者数：14人
登録者数：14人
【令和2年度末 認知症支援リーダー累計登録者数175
人】

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

生活サポーター養成講座　2コース　受講者数：29人
登録者数：28人
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、1コース中止しまし
た。
【令和2年度末 生活サポーター累計登録者数201人】

④
地域づくり・日常生活
支援に資する人材育
成の取組

高齢者を介護している家族等を対象に、介護方法や介護予
防の知識、技術を習得してもらうこと及び心身のリフレッシュ
を図ることを目的に、教室や交流会を開催しました。新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のため、2回中止しました。
開催回数：14回　　参加人数延べ：116人

引き続き事業を実施します。

補助団体数：13団体　相談支援団体：13団体
【令和2年度末 サロン、地域の通いの場の数41か所】

引き続き事業を実施します。

高齢者のボランティア活動を通した、自主的な介護予防の取
組に対してポイント付与を行いました。新型コロナウイルス感
染拡大防止のため、ポイント対象事業を中止した回がありま
した。
ポイントカード発行人数：17人
交付ポイント数：48ポイント

こだいら健康ポイント事業と合
わせて、取組を進めていきま
す。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

位置探知システム助成：20件
QRコード付シール支給：29件

GPS機種を追加し、引き続き事
業を実施します。

⑦

＜訪問型サービス＞
旧国基準サービス：5,652件
市独自基準サービス：1,722件
短期集中サービス：利用人数　3人
＜通所型サービス＞
旧国基準サービス：9,021件
市独自基準サービス：1,026件
短期集中サービス：利用人数　27人

引き続き事業を実施します。
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〔高齢者訪問給食サービス事業〕
一人暮らし高齢者等で、安否の確認や低栄養の予防が必要な
方に週４回まで（現に低栄養状態にある方には週７回まで）、昼
食または夕食を届けます。

高齢者支援課

〔高齢者生活支援ヘルパー事業〕
市が行うサービス利用判定を受けた６５歳以上の一人暮らし高
齢者・高齢者のみの世帯を対象に、家周りの除草等を行うヘル
パーを派遣します。

高齢者支援課

〔訪問理・美容サービス事業〕
心身の障がいや傷病等の理由により理髪店及び美容院に出向
くことが困難な高齢者に対して、２か月に１回、希望する日に理
容師または美容師が、高齢者宅を訪問して理容または美容の
サービスを提供します。

高齢者支援課

〔ねたきり高齢者おむつ支給等事業〕
寝たきりで常時おむつを使用している６５歳以上の市民税非課
税世帯の高齢者に対し、おむつの支給またはおむつ代の助成
を行います。

高齢者支援課

〔共通入浴券交付事業〕
６５歳以上の一人暮らし高齢者等で、家に風呂がない、故障中
等の理由で公衆浴場を利用せざるをえない高齢者のうち、市が
定める要件に該当する方を対象に入浴券を交付します。

高齢者支援課

〔高齢者緊急通報システム事業〕
６５歳以上の病弱で、常時注意を要する状態の一人暮らし高齢
者・高齢者のみの世帯を対象に、ボタン１つで関係機関へ通報
され、救助が図られる機器を設置します。東京消防庁へ繋がる
消防型と民間事業者に繋がる民間型があります。

高齢者支援課

〔高齢者自立支援日常生活用具給付事業〕
市が行うサービス利用判定を受けた６５歳以上の日常生活の動
作が困難な高齢者を対象に、生活の利便を図るため日常生活
用具を給付します。

高齢者支援課

〔家事援助・介護・移送サービス（実施団体への支援）〕
在宅福祉に対する高齢者の多様なニーズに対応するため、家
事全般、簡単な介助や食事等の有償家事・介護援助サービス、
移送サービスを行っている市内ＮＰＯ法人や市民団体等に対し
て経済的な支援をします。

生活支援課

〔図書館宅配貸出サービス 〕
要介護1以上の認定を受けている方で、図書館に来館すること
が困難な高齢者等に図書を配達することにより、情報入手の機
会と、高齢者の生きがいの充実を図ります。

中央図書館

日常生活を支援する
取組

 
⑧

年間利用者数：126人

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。入浴補助用具　給付件数：2件
腰掛便座　　　　給付件数：1件

補助団体数
家事・介護サービス：1団体
移送サービス：3団体

登録者数：11人
貸出回数：55回
貸出冊数：382冊

生活リズムセンサーを追加し、
引き続き事業を実施します。

助成者数：230人 引き続き事業を実施します。

交付対象者数：25人
交付枚数：1,506枚

引き続き事業を実施します。

利用者数：2,526人
延べ提供数：32,466食

引き続き事業を実施します。

利用者数：173人
ヘルパー派遣時間：346時間

引き続き事業を実施します。

年間者数：10人
利用回数：31回

引き続き事業を実施します。
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〔福祉有償運送運営協議会運営事業〕
近隣市町村と「多摩地域福祉有償運送運営協議会」を共同開
催し、道路運送法に基づく福祉有償運送事業（障がいのある方
や要介護者等、一人では公共交通機関を利用することが困難
な移動制約者に対する運送事業）を実施しているＮＰＯ法人等
に対し、必要な指導、助言を行います。

生活支援課

〔コミュニティバス・コミュニティタクシー運行事業〕
交通利便性の向上により、高齢者や子育て中の方等市民の活
動を促進するため、コミュニティバス及びコミュニティタクシーの
運行を行います。

公共交通課

（２）見守り体制の充実

①
介護予防見守りボラン
ティアの取組

登録研修を受け、介護予防見守りボランティアの登録を行った
高齢者等が、地域包括支援センターと連携しながら、地域にお
いてさりげない見守り活動を行うことで、地域の見守り体制を強
化するとともに、ボランティアとして活動する高齢者の介護予防
を推進します。
【令和2年度末目標 介護予防見守りボランティアの累計登
録者数450人】

高齢者支援課

②
地域包括支援セン
ターによる見守り

地域包括支援センターの職員による定期的な訪問や電話等に
より、高齢者の生活実態を把握し、支援が必要な高齢者が安心
して自立した生活を継続できるよう支援します。

高齢者支援課

③
民生委員・児童委員
活動

民生委員・児童委員が、それぞれの担当地区で援助が必要な
方々の悩みや要望の把握を行い、福祉サービスの情報提供や
関係機関との連携に努めます。

生活支援課

④ 高齢者見守り協定

民間事業者等の業務活動において、利用者等高齢者の異変を
察知した際、地域包括支援センター等への通報を行う協定を締
結し、高齢者が安心して生活ができるよう支援します。
【令和2年度末目標　高齢者見守り協定累計締結団体数50
団体】

高齢者支援課

⑤
避難行動要支援者避
難支援体制の整備事
業

災害発生時等における支援を適切かつ円滑に実施するため、
避難支援マニュアルや避難行動要支援者登録名簿等を活用
し、地域における避難支援体制づくりを推進します。

生活支援課

⑥ おはようふれあい訪問
おおむね７０歳以上の一人暮らし高齢者を対象に、週３回宅配
員が乳酸菌飲料を手渡しし、孤独感の緩和と見守りに取り組ん
でいます。

生活支援課
（社会福祉協
議会実施）

引き続き事業を実施します。

避難行動要支援者登録名簿登録者数　2,928人
情報カード（個別情報）の保管数　2,722人
協定締結自治会・マンション管理組合の数　17

引き続き事業を実施します。

令和３年度予定

交通利便性の向上や生活交通を維持するため、コミュニティ
バス及びコミュニティタクシーを運行しています。
小平南西部地域においては、コミュニティタクシーの再実証
実験運行を令和2年1月から開始し、高齢者等の移動手段を
支援しました。

引き続き、コミュニティバス及びコ
ミュニティタクシーを運行します。
小平南西部地域においては、コ
ミュニティタクシーの運行システム
が地域の特性等に合致しなかった
ことから、引き続き、地域の特性や
ニーズに即した交通手段について
検討します。

民生委員・児童委員が行った高齢者に関する相談件数
1,871件

引き続き事業を実施します。

協定締結数団体数：8団体
【令和2年度末実績　高齢者見守り協定累計締結団体数
52団体】

令和３年度予定

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績）

見守りボランティア登録者数：411人
ボランティア交流会 開催回数：13回　参加延べ人数：214人
見守りボランティアからの相談件数：35件
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、交流会及び合同
交流会を24回中止または代替実施としました。
【令和2年度末実績 介護予防見守りボランティアの累計
登録者数411人】

引き続き事業を実施します。

見守り対象者数：177人 引き続き事業を実施します。

利用者数：85人（月平均）
年間8,852本の乳酸菌飲料を配布しました。

引き続き事業を実施します。

運送サービス実施団体：4団体 引き続き事業を実施します。

日常生活を支援する
取組

⑧

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績）
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⑦
見守りネットワークの
充実

一人暮らし高齢者や、認知症高齢者などへの見守りの充実を図
るために、地域で見守り活動をしている方や、福祉関係者、警
察署、消防署、行政の見守り関係部署の職員などが集まって、
見守りに関する情報共有と連携調整を行う会議を開催します。

高齢者支援課

⑧ 高齢者実態把握

アンケート調査や地域包括支援センター、医療機関、民生委
員・児童委員等から収集した情報等を活用して、何らかの支援
を要する高齢者を把握し、介護予防に資する活動に繋げていく
取組を行います。

高齢者支援課

（３）認知症施策の推進

① 認知症予防の取組

〔認知症予防教室〕
〔認知症予防講座〕
〔認知症予防講演会〕
認知症に関するさまざまな内容の教室等を実施し、認知症予防
の取組を推進します。認知症予防教室では、ウォーキングプロ
グラムなど実践的な内容を取り入れています。

高齢者支援課

〔認知症サポーター養成講座〕
認知症について正しく理解し、認知症の方やその家族を見守
り、支援する「認知症サポーター」の養成講座を実施します。
【令和2年度末目標 認知症サポーター養成講座の累計受講
者数10,000人】

高齢者支援課

〔認知症ケアパス〕
認知症の状態に応じた適切なサービス提供の流れを示した「こ
だいら認知症ガイドブック」を改訂し、周知を図ります。

高齢者支援課

〔もの忘れ相談医の周知〕
小平市医師会の協力により、「もの忘れ相談医一覧」を作成し、
高齢者のしおり等で周知します。

高齢者支援課

〔認知症地域支援推進員〕
医療や介護の機関、地域住民等の連携を図るための支援や認
知症の人やその家族を支援する相談業務等を行います。

高齢者支援課

〔認知症初期集中支援〕
認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援
チーム」を設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を推
進します。

高齢者支援課

高齢者のしおり、こだいら認知症ガイドブック、市ホームペー
ジに「もの忘れ相談医一覧」を掲載し、周知を図りました。

引き続き事業を実施します。

事業名

引き続き事業を実施します。

「こだいら認知症ガイドブック」を、市内公共施設や医療機関
で配布し、認知症に関する周知を図りました。

引き続き事業を実施します。

高齢者等の見守りに関する協定締結事業所へアンケートの
実施を通して意見交換を行いました。また、小平市における
高齢者等の見守りに関する連絡先一覧及びステッカーの再
配布を行いました。この他、郵便局のみまもり訪問サービスを
ふるさと納税返礼品に追加し、離れて暮らす家族をつなぐ見
守りの充実を図りました。

引き続き事業を実施するととも
に、ICT機器を活用した見守り
を開始します。

アンケート件数を増やし、引き
続き事業を実施します。

認知症予防教室：1コース　参加延べ人数：174人
認知症予防講座：4コース　参加延べ人数：321人
認知症予防講演会：2回　  参加人数：27人

要介護１以上の介護認定を受けておらず、病院、施設入所を
していない市民のうち６９歳、７２歳、７５歳、７８歳、８１歳、８４
歳以上の高齢者にアンケート調査を行いました。アンケート
結果をもとに、一定の要件に該当する方及びアンケート未回
答者に対し、地域包括支援センター職員が訪問し実態把握
を行いました。この他、地域包括支援センター職員が、申請
のあった見守り対象者に、年4回程度電話や訪問による見守
りを行いました。

引き続き事業を実施します。

認知症地域支援推進員を2人配置し、関係機関との連携や
相談業務を行いました。
相談延べ件数：205件
認知症本人交流会：3回　参加人数：11人

認知症地域支援推進員を増
員し、全圏域に配置（6人）しま
す。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

認知症の方を地域で
支える取組

②

認知症サポーター養成講座 開催回数：27回　参加延べ人
数：348人
【令和2年度末実績　認知症サポーター養成講座の累計
受講者数9,234人】

引き続き事業を実施します。

認知症初期集中支援チーム
支援件数：2件　訪問回数：3回
カンファレンス回数：1回　チーム員会議回数：1回
事例検討会：3回
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〔認知症カフェ〕
認知症の人とその家族がくつろぎながら地域住民等と交流をす
ることで、家族の介護負担の軽減等を図ります。

高齢者支援課

〔もの忘れ相談会〕
認知症の人やその家族を支援するため、認知症の診療に携わ
る医師による認知症相談会を実施します。

高齢者支援課

〔認知症家族介護講座〕
認知症の人を介護する家族同士が、交流しながら認知症の基
礎知識やストレスとの付き合い方を学ぶ講座を実施します。

高齢者支援課

〔認知症ケア向上研修〕
介護事業所の従事者に対し、認知症の方への介護等の質の向
上を図るための研修を行います。

高齢者支援課

（４）在宅医療と介護の連携の推進

①
地域の医療・介護の
資源の把握

地域の医療機関の分布、医療機能を把握し、地図又はリスト化
します。さらに、連携に有用な項目（在宅医療の取組状況、医師
の相談対応が可能な日時等）を調査した結果を、関係者間で共
有します。

高齢者支援課

②
在宅医療・介護連携
の課題の抽出と対応
策の検討

地域の医療・介護関係者等が参画する協議会を開催し、在宅
医療・介護連携の現状の把握と課題の抽出、解決策等の検討
を行います。

高齢者支援課

③
切れ目のない在宅医
療と在宅介護の提供
体制の構築推進

地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医
療と在宅介護が一体的に提供される体制の構築に向けて必要
となる具体的取組を企画・立案します。

高齢者支援課

④
医療・介護関係者の
情報共有の支援

情報共有の手順等を定めた情報共有ツールを整備する等、地
域の医療・介護関係者の情報共有を支援します。

高齢者支援課

⑤
在宅医療・介護連携
に関する相談支援

地域の医療・介護関係者、地域包括支援センター等からの、在
宅医療・介護連携に関する事項の相談を受け付けます。

高齢者支援課

引き続き事業を実施します。

小平市在宅療養後方支援病床の確保及び利用に関する協
定により、在宅療養者が介護者の事情等で入院が必要と
なった時に円滑に対応できるよう体制を整備しました。

引き続き事業を実施します。

小平市内の在宅医療介護連携の方法等についてまとめた在
宅療養連携推進マニュアルをホームページに掲載するなど
周知を行いました。

引き続き事業を実施します。

進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

協議会にて新型コロナウイルス感染症の対応に関する課題
の抽出を行い、研修等を行いました。

ケアマネジャーや病院からの相談を受け付けました。
在宅医療連携調整窓口相談件数：170件

引き続き事業を実施します。

開催回数：4回
参加人数：11人

引き続き事業を実施します。

医療機関にアンケート調査を行い、同意のあった医療機関の
リスト、マップ等を作成し、こだいら健康ガイドに掲載しまし
た。
医療・介護情報検索サイトの情報を更新しました。

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課

②

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

認知症の方を地域で
支える取組 開催回数：2コース

参加人数：15人
引き続き事業を実施します。

開催回数：1回
参加人数：35人

開催回数：23回
参加延べ人数：151人
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、認知症カフェ等を
37回中止しました。

- 11 -



⑥
医療・介護関係者の
研修

地域の医療・介護関係者がグループワーク等を通じて、多職種
連携のあり方を学びます。また、介護職種を対象とした医療関連
のテーマの研修会を開催します。

高齢者支援課

⑦
地域住民への普及啓
発

在宅医療・介護連携に関する講演会の開催、パンフレットの作
成・配布等により、地域住民の在宅医療・介護連携の理解を促
進します。

高齢者支援課

⑧
在宅医療・介護連携
に関する関係市町村
の連携

同一の二次医療圏内にある自治体や隣接する自治体と連携し
て、広域連携が必要な事項について協議します。

高齢者支援課

⑨
歯科医療連携推進事
業

介護が必要、または病気や障がいのため、かかりつけ歯科医を
探すのが困難な方を対象に、必要に応じて歯科医師が自宅を
訪問し、適切な歯科医療機関を紹介します。

健康推進課

（５）社会参加の促進

①
福祉会館（老人福祉
センター）運営

高齢者の健康づくり、趣味や教養、レクリエーションを行う場や、
入浴設備を備えた施設を運営します。

高齢者支援課

②
高齢者館（ほのぼの
館・さわやか館）運営

和室、多目的ホール、介助浴室（さわやか館のみ）、パソコンや
電位治療器、血圧測定器を設置している施設を運営します。

高齢者支援課

③
シルバー人材セン
ター運営補助

就業を通じた高齢者の生きがいの充実と、社会参加を促進する
ため、小平市シルバー人材センターへの助成を行います。
【令和2年度末目標 シルバー人材センター会員数1,180
人】

高齢者支援課

④ 高齢クラブへの助成
高齢者が健康で心豊かな生活を送るため、地域ごとに自主的に
組織されている高齢クラブに対し助成を行います。

高齢者支援課

⑤
高齢者福祉大会（社
会福祉協議会共催）

毎年９月に、市内の高齢者を招いて長寿を祝う式典を開催し、９
０歳を迎えた方等の表彰を行います。式典の後には、演芸等を
楽しんでいただきます。

高齢者支援課

事業内容 担当課

新型コロナウイルス感染拡大防止のため式典のみ規模を縮
小して実施し、第２部の演芸は、中止しました。

事業名

延べ利用者数：34,538人
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和2年4月1日か
ら6月8日まで休館（老人福祉センターは6月30日まで中止）し
ました。

引き続き事業を実施します。

高齢クラブ数：30クラブ
会員数：1,854人

医療関係者、介護関係者、行政が医療と介護の連携に関す
る課題について話し合う協議会や関係者向けの研修等を行
いました。
関係者向け研修：2回　多職種連携研修：1回

引き続き事業を実施します。

在宅療養に関するパンフレット「小平で安心していきていく～
さまざまな病気の方の在宅医療と介護をご紹介します」の全
戸配布を行いました。
新型コロナウイル感染拡大防止のため、講演会は中止しまし
た。

引き続き事業を実施します。

訪問実人数：5人 引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

新型コロナウイルス感染拡大
防止のため表彰、記念式典
は、規模を縮小して実施し、第
２部の演芸は、中止します。

令和３年度予定

ほのぼの館延べ利用者数：7,859人
さわやか館延べ利用者数：7,667人
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和2年4月1日か
ら6月30日まで休館しました。

引き続き事業を実施します。

会員数：1,110人
契約件数：7,426件
【令和2年度末実績 シルバー人材センター会員数1,110
人】

引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績）

引き続き事業を実施します。

進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

５市高齢者福祉及び介護保険担当者連絡会において、北多
摩北部医療圏の5市と東京都で意見交換を行いました。
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⑥
シニア講座（シルバー
大学）

仲間づくり、生涯学習機会の提供などを目的として、公民館に
おいてシニア講座（中央公民館はシルバー大学）を開設しま
す。

公民館

（６）介護予防・健康づくり

〔介護予防講座等〕
介護予防に資する運動、体操等の講座や教室、介護予防に関
する有識者の講演会を通じて、介護予防への意識の啓発を図り
ます。
【令和2年度目標 介護予防講座の年間参加延べ人数18,000
人】

高齢者支援課

〔介護予防による地域づくり推進員〕
介護予防に取り組む住民主体の通いの場の育成・支援のほか、
介護予防に関する地域の他職種・他機関との連携の強化を図り
ます。（平成３０～令和元年度実施）

高齢者支援課

② 高齢者健康音楽教室
高齢者が歌や音楽の演奏を通じて、生きがいづくりと健康維持、
介護予防を目的に健康音楽教室を開催します。

高齢者支援課

③ 高齢者交流室の運営

小平第二小学校内を利用し、囲碁・将棋・手芸等の趣味や創作
活動、レクリエーション、季節の行事等を行い、小学生との世代
間交流等を通して、高齢者の生きがいの充実と介護予防を図り
ます。

高齢者支援課

④ ほのぼのひろば

介護を必要としないおおむね６０歳以上の一人暮らしの方を対
象に、孤独感の解消や介護予防を目的として、地域のボラン
ティアや民生委員・児童委員の協力を得て、地域センター等
で、趣味活動、創作活動、レクリエーション、軽い体操等を行い
ます。

生活支援課
（社会福祉協
議会実施）

⑤
健康推進課等で実施
する各健（検）診事
業、予防接種事業

高齢者がいつまでも健康で暮らせるように、保健サービスを充実
させていくことが必要とされています。健康診査・各種検診や予
防接種などを実施して、高齢者の健康増進に努めます。

健康推進課

⑥ 市民体力測定
６５歳から７９歳の市民を対象に、心身の健康を保持増進してい
くために、スポーツ推進委員の指導のもと、健康や体力につい
ての理解や加齢に伴う現状を知る機会の提供を行っています。

文化スポーツ
課

事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績）

介護予防の推進①

事業名 令和３年度予定

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止しました。 引き続き事業を実施します。

高齢者延べ利用人数：1,530人
新型コロナウィルス感染拡大防止のため児童との交流は行い
ませんでした。

引き続き事業を実施します。

介護予防講演会　実施回数：1 回　参加人数：12人
介護予防教室：2 コース　参加人数：18人
出張介護予防教室：1回　参加人数：16人
介護予防講座：131回
新型コロナウイルス感染拡大のため、講座・講演会等を一部
中止しました。
【令和2年度実績 介護予防講座の年間参加延べ人数
1,582人】

引き続き事業を実施します。

令和元年度末で事業を終了しました。 地域におけるフレイル予防の
取組を支援するため、介護予
防・フレイル予防推進員を配
置します。

開催回数：25回
参加延べ人数：425人
新型コロナウイルス感染拡大のため、一部中止しました。

引き続き事業を実施します。

延べ利用者数：4,405人（中止期間中の状況確認含む）
実施回数：各グループともに月１～２回
会場：地域センター　11会場12グループ、公民館　2会場2グ
ループ、特別養護老人ホーム　1会場1グループ
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中止した回があり
ました。

引き続き事業を実施します。

高齢者インフルエンザ予防接種者数：27,590人
高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種　：1,562人

受講者数：232人
中央公民館及び分館において講座を実施しました。

引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

引き続き事業を実施します。
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⑦
ＦＣ東京による高齢者
の体操教室

サッカー選手が行っている体操を、高齢者向けにアレンジして
紹介する教室です。ＦＣ東京スタッフが講師を務め、高齢者に適
した運動を取り入れることによる健康づくりを推進します。

文化スポーツ
課

⑧
地域リハビリテーショ
ン活動支援事業

リハビリテーション専門職等による「心身機能」、「活動」、「参加」
のアプローチを活用することで、通所、訪問、地域ケア会議、
サービス担当者会議、住民運営の通いの場等の地域における
介護予防の取組の機能強化を促進します。

高齢者支援課

（７）権利擁護の充実

①
高齢者虐待の早期発
見・防止

高齢者虐待防止に向けて、地域包括支援センター、市を中心
に福祉サービス事業者、社会福祉協議会、警察署等の関係機
関の連携を強化し、高齢者虐待の早期発見・防止に努めます。
また、高齢者虐待に関する正しい知識や理解が進むよう、パン
フレット配布等の啓発活動を充実します。

高齢者支援課

②
高齢者緊急一時保護
事業

養護者から虐待を受けている高齢者や、養護者の急な不在等
により在宅での介護が困難になった高齢者を介護保険施設等
に一時的に保護します。

高齢者支援課

③
地域福祉権利擁護事
業（日常生活自立支
援事業）

在宅で生活する認知症高齢者等に対する、「福祉サービスの利
用援助」、「日常的な金銭管理サービス」、「書類等の預かりサー
ビス」を行います。また、事業の周知や地域包括支援センター等
の関係機関との連携に努めます。

生活支援課
（社会福祉協
議会実施）

④ 成年後見制度

判断能力が十分でない認知症高齢者等を保護するための
成年後見制度を推進するため、成年後見に関する利用相談支
援、後見人のサポートや地域ネットワークの活用、運営委員会の
設置等を行います。

高齢者支援課
（社会福祉協
議会実施）

成年後見市長申立件数　15件

緊急一時保護利用者数　6人

担当課事業名 事業内容

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止しました。

リハビリ専門職の派遣件数：49件 派遣対象職種に管理栄養士と
歯科衛生士を追加し、引き続
き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

認知症高齢者等が地域で安心して生活を送ることができるよ
う、「福祉サービスの利用援助」、「日常的金銭管理サービ
ス」、「書類等の預かりサービス」を行ったほか、専門員による
相談支援を実施しました。
認知症高齢者等の利用者数：30人
専門員・支援員による支援回数：2,095回

引き続き事業を実施します。

進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

引き続き事業を実施します。

相談件数：25件 引き続き事業を実施します。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定
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（８）介護サービスの充実と給付の適正化

①
介護サービスの基盤
整備

高齢者が地域で安心して暮らすことができるよう、必要な介護
サービスの整備に努めます。
【令和2年度末目標 定期巡回・随時対応型訪問介護看護2
～3か所】
【令和2年度末目標 小規模多機能型居宅介護6か所　登録
定員165人】
【令和2年度末目標 認知症高齢者グループホーム10か所
定員171人】
【令和7年度末目標 特別養護老人ホーム（地域密着型含
む）定員912人】

高齢者支援課

〔ケアプラン指導研修〕
ケアマネジャーが、利用者のニーズ、身体状況等に対応して適
正なケアプラン（介護サービス計画）の作成をするために、事例
検討や、情報提供、並びに、ケアプランの自己点検を行うこと
で、ケアマネジメントの質の向上を図ります。

高齢者支援課

〔介護サービス事業所連絡会〕
市内介護サービス事業所と関係公共機関が連携及び調整を行
い、高齢者福祉サービス体制の充実を図ることを目的として連
絡会を開催します。

高齢者支援課

〔介護相談員派遣等事業〕
介護相談員が施設等を訪問し、サービス利用者の不満や疑問
等に対応して改善の途を探るとともに、介護サービスの質の向
上をめざします。

高齢者支援課

〔介護人材の確保〕
東京都と連携し、介護人材確保事業や職員の育成、待遇改善
事業の周知を図り、介護人材の確保を目指します。

高齢者支援課

〔介護サービス事業所に対する指導・監督の実施〕
介護保険法の趣旨・目的の理解を進め、介護報酬請求の過誤
や不正の防止のため、介護サービス事業所を対象に集団指導
及び実地指導を実施します。

高齢者支援課

〔要介護認定調査票の点検〕
認定調査員が調査した要介護認定調査票の内容について、
「調査項目の定義」に合わない点や不明な箇所を当該調査員に
確認のうえ、必要に応じて修正や指導を行います。

高齢者支援課

介護サービスの質の
向上

②

事業名 事業内容 担当課

認知症高齢者グループホーム１か所定員18人、小規模多機
能型居宅介護1か所定員29人、看護小規模多機能型居宅介
護1か所定員25人が開設しました。
特別養護老人ホームについては、1施設、定員90人が開設し
ました。定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、特
別養護老人ホームに併設して整備を行いましたが、開設に
は至りませんでした。
【令和2年度末実績 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
0か所】
【令和2年度末実績 小規模多機能型居宅介護6か所　登
録定員169人】
【令和2年度末実績 認知症高齢者グループホーム10か所
定員171人】
【令和2年度末実績　看護小規模多機能型居宅介護1か所
登録定員25人】
【令和2年度末実績 特別養護老人ホーム（地域密着型含
む）定員845人】

定期巡回随時対応型訪問介
護、特別養護老人ホームの整
備に向けて、引き続き、事業者
と協議を行います。

実地指導実施件数：6事業所 引き続き事業を実施します。

点検件数：6,282件
実施率：100%

引き続き事業を実施します。

介護相談員：14人
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、市内介護施設へ
の介護相談員の派遣を中止しました。
介護相談員全国研修受講者数8人

引き続き事業を実施します。

東京都が実施している各種介護人材確保に関する事業につ
いて、事業者へ周知を行いました。

引き続き事業を実施します。

事業所連絡会開催回数：12回
延べ参加人数：229人

引き続き事業を実施します。

進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

指導研修：11回
参加延べ人数：376人

引き続き事業を実施します。

介護給付適正化の取
組

③
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〔ケアプラン点検〕
個々の受給者が真に必要とするサービスを確保するため、ケア
プランの記載内容について点検を行います。

高齢者支援課

〔住宅改修訪問調査〕
市が調査を委託した理学療法士、建築士等が介護保険の住宅
改修の申請をした利用者宅を訪問し、利用者等やケアマネ
ジャー、施工業者等の立会いのもと、家屋状況、高齢者の身体
状況等を調査し、適正な工事であることを確認します。

高齢者支援課

〔縦覧点検・医療情報との突合〕
東京都国民健康保険団体連合会からの医療給付と介護給付と
の突合情報をもとに、介護サービス事業所に対してサービス実
績を確認します。誤った請求や重複請求を調査し、過誤調整等
を行います。

高齢者支援課

〔介護給付費通知〕
介護保険サービスの利用者に対し、利用したサービス事業所、
サービスの種類、回数、利用者負担額、サービス費用合計額等
を通知します。

高齢者支援課

〔介護保険サービス提供事業者による生計困難者に対する利用
者負担軽減事業（国・都制度）〕
収入及び預貯金額等、国が定める基準に該当する方につい
て、介護保険サービス利用料の軽減を図ります。

高齢者支援課

〔生計困難者に対する介護保険料減免（市単独事業）〕
収入及び預貯金額等、市が定める基準に該当する方につい
て、介護保険料の軽減を図ります。

高齢者支援課

〔通所介護等利用者助成事業（市単独事業）〕
通所介護等の利用者で、市民税非課税世帯に該当する方につ
いて、サービス利用の促進を図るため、食費の一部を助成しま
す。

高齢者支援課

介護給付適正化の取
組

③

対象事業者数：14事業者
助成利用者数：19人

引き続き事業を実施します。

引き続き事業を実施します。

訪問調査実施件数：0件
住宅改修の申請のあった全ての件数に対し、市の専門職員
による内容の点検を行いました。

引き続き事業内容の周知に努
めます。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定

東京都国民健康保険団体連
合会と連携を図りながら、引き
続き実績確認を実施します。

ケアプラン指導研修の中で、保健・医療・福祉の専門家等か
らなる指導チームによる、ケアプラン点検を実施しました。

介護給付費通知書発送件数：5,999件 引き続き事業を実施します。

減額免除人数：39人 引き続き事業を実施します。

助成対象者数：1,208人 （看護）小規模多機能型居宅
介護を助成対象サービスに追
加します。

過誤調整件数：33件

低所得者への配慮④
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（９）安心できる住まいの確保

①
高齢者住宅（シル
バーピア）の運営支援

住宅に困窮する高齢者が、住み慣れた地域の中で安心して暮
らすことができるよう、高齢者に配慮した設備と生活協力員を配
置した高齢者住宅（シルバーピア）の運営支援を行います。

高齢者支援課

②
高齢者自立支援住宅
改修給付事業

介護保険の対象とならず、小平市が行うサービス利用判定を受
けた６５歳以上の日常生活の動作が困難な高齢者を対象に、住
宅改修の費用を一定の限度額まで助成します。

高齢者支援課

③
サービス付き高齢者
向け住宅

高齢者が、いつまでも安心して住み続けることのできる住まいの
充実を図るため、安否確認や生活相談サービスなどを提供する
高齢者向けの住宅です。

高齢者支援課

④ 家賃保証料の支援
住宅を借りる際の保証人がいない高齢者が、市が紹介した民間
保証会社を利用した場合、最初に支払った家賃保証料（初回保
証委託料）の一部を助成します。

高齢者支援課

【民間借上（2棟）】
　単身用：38戸
　3月に入居者の募集を実施しました。
【都営住宅（11棟）】
　単身用：217戸
　2人世帯用：52戸
　8月、2月に入居者の募集を実施しました。

引き続き生活協力員とともに適
正な運営に努めます。

住宅改修予防給付：8件
住宅設備改修給付：23件

引き続き事業を実施します。

市内サービス付き高齢者向け住宅：８か所 引き続き、高齢者のしおりに掲
載し、周知に努めます。

家賃保証料助成：0件
住居を探している相談の際には、相談者の状況に応じて、家
賃保証料助成事業の紹介を行いました。

引き続き事業の周知に努めま
す。

事業名 事業内容 担当課 進捗状況（令和２年度実績） 令和３年度予定
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６　介護保険事業の実績

（１）　介護保険被保険者数

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

第1号被保険者 44,573 人 44,975 人 0.9 44,935 人 45,437 人 1.1

20,797 人 20,778 人 △ 0.1 20,946 人 20,877 人 △ 0.3

23,776 人 24,197 人 1.8 23,989 人 24,560 人 2.4

67,213 人 67,381 人 0.2 67,992 人 68,135 人 0.2

（２）  要介護等認定者数

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

1,499 人 1,611 人 7.5 1,531 人 1,617 人 5.6

1,379 人 1,534 人 11.2 1,411 人 1,528 人 8.3

1,865 人 1,871 人 0.3 1,925 人 1,872 人 △ 2.8

1,434 人 1,487 人 3.7 1,470 人 1,393 人 △ 5.2

975 人 943 人 △ 3.3 1,005 人 993 人 △ 1.2

1,083 人 1,098 人 1.4 1,122 人 1,164 人 3.7

767 人 780 人 1.7 787 人 756 人 △ 3.9

9,002 人 9,324 人 3.6 9,251 人 9,323 人 0.8

（各年9月末日現在）

令和元年度 令和２年度

令和元年度 令和２年度

（各年9月末日現在）

第2号被保険者
（40～64歳）

65～74歳

75歳以上

合計

要支援１

要支援２

要介護１

要介護３

要介護４

要介護５

要介護２
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（３）　居宅サービス

介護サービス（要介護１～５の方が利用）

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

1,375 人 1,312 人 △ 4.6 1,412 人 1,331 人 △ 5.7

26,253 回 25,456 回 △ 3.0 26,994 回 25,856 回 △ 4.2

117 人 104 人 △ 11.1 121 人 105 人 △ 13.2 1 人 1 人 0.0 1 人 1 人 0.0

576 回 524 回 △ 9.0 595 回 547 回 △ 8.1 4 回 4 回 0.0 4 回 3 回 △ 25.0

750 人 837 人 11.6 792 人 874 人 10.4 120 人 142 人 18.3 127 人 168 人 32.3

5,825 回 7,701 回 32.2 6,183 回 8,033 回 29.9 818 回 982 回 20.0 865 回 1,252 回 44.7

191 人 163 人 △ 14.7 197 人 169 人 △ 14.2 38 人 41 人 7.9 39 人 40 人 2.6

1,987 回 1,897 回 △ 4.5 2,045 回 2,109 回 3.1 332 回 369 回 11.1 342 回 366 回 7.0

⑤居宅療養管理指導 1,420 人 1,430 人 0.7 1,519 人 1,542 人 1.5
⑤介護予防居宅療養管理
  指導

113 人 121 人 7.1 119 人 145 人 21.8

1,512 人 1,498 人 △ 0.9 1,548 人 1,370 人 △ 11.5

15,413 回 15,826 回 2.7 15,826 回 15,052 回 △ 4.9

307 人 284 人 △ 7.5 316 人 250 人 △ 20.9

2,426 回 2,217 回 △ 8.6 2,508 回 1,951 回 △ 22.2

313 人 281 人 △ 10.2 317 人 228 人 △ 28.1 5 人 10 人 100.0 5 人 6 人 20.0

2,490 日 2,275 日 △ 8.6 2,521 日 1,861 日 △ 26.2 29 日 56 日 93.1 29 日 48 日 65.5

35 人 19 人 △ 45.7 36 人 13 人 △ 63.9 1 人 0 人 皆減 2 人 0 人 皆減

312 日 146 日 △ 53.2 322 日 85 日 △ 73.6 4 日 3 日 △ 25.0 6 日 1 日 △ 83.3

⑩福祉用具貸与 2,141 人 2,213 人 3.4 2,192 人 2,260 人 3.1 ⑩介護予防福祉用具貸与 631 人 746 人 18.2 646 人 808 人 25.1

⑪特定福祉用具購入 42 人 40 人 △ 4.8 43 人 39 人 △ 9.3
⑪特定介護予防福祉用具
  購入

15 人 12 人 △ 20.0 15 人 13 人 △ 13.3

⑫住宅改修 30 人 27 人 △ 10.0 32 人 23 人 △ 28.1 ⑫介護予防住宅改修 17 人 22 人 29.4 17 人 16 人 △ 5.9

⑬特定施設入居者生活介護 555 人 575 人 3.6 583 人 616 人 5.7
⑬介護予防特定施設入居者
  生活介護

95 人 95 人 0.0 97 人 101 人 4.1

⑭居宅介護支援 3,307 人 3,259 人 △ 1.5 3,384 人 3,250 人 △ 4.0 ⑭介護予防支援 643 人 902 人 40.3 658 人 970 人 47.4

月平均の利用人数及び利用回（日）数

―― ―

――

―

令和２年度

―

―

月平均の利用人数及び利用回（日）数
介護予防サービス（要支援１・２の方が利用）

―

―

令和元年度

―

9.989 人

―

△ 6.276 人81 人

①訪問介護 ①介護予防訪問介護

②訪問入浴介護 ②介護予防訪問入浴介護

⑥通所介護

④訪問リハビリテーション
④介護予防訪問リハビリ
  テーション

③訪問看護 ③介護予防訪問看護

⑥介護予防通所介護

⑦介護予防通所リハビリ
  テーション

81 人

⑧介護予防短期入所生活
  介護

令和元年度 令和２年度

⑨短期入所療養介護
⑨介護予防短期入所療養
  介護

⑦通所リハビリテーション

⑧短期入所生活介護
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 介護サービス（要介護１～５の方が利用）

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

0 人 0 人 ― 0 人 0 人 ―

0 回 0 回 ― 0 回 0 回 ―

②夜間対応型訪問介護 ― ― ― ― ― ―
②介護予防小規模多機能型
  居宅介護

21 人 10 人 △ 52.4 22 人 9 人 △ 59.1

113 人 98 人 △ 13.3 115 人 89 人 △ 22.6

1,171 回 953 回 △ 18.6 1,189 回 920 回 △ 22.6

④小規模多機能型居宅介護 112 人 75 人 △ 33.0 117 人 76 人 △ 35.0

⑤認知症対応型共同生活
  介護

150 人 148 人 △ 1.3 165 人 147 人 △ 10.9

⑥地域密着型介護老人福
  祉施設入所者生活介護

48 人 48 人 0.0 48 人 48 人 0.0

507 人 521 人 2.8 518 人 478 人 △ 7.7

4,577 回 4,718 回 3.1 4,677 回 4,673 回 △ 0.1

⑧看護小規模多機能型
　居宅介護

― ― ― ― ― ―

（５）　施設サービス

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

計画値 実績値
対計画比
増減率(％)

①介護老人福祉施設 705 人 688 人 △ 2.4 729 人 719 人 △ 1.4

②介護老人保健施設 329 人 341 人 3.6 342 人 358 人 4.7

③介護療養型医療施設 65 人 54 人 △ 16.9 32 人 37 人 15.6

④介護医療院 0 人 3 人 ― 33 人 15 人 △ 54.5

― 0 人 0 人 ―

9 人 △ 52.6

③介護予防認知症対応型共
同生活介護

0 人

※「0人」、「0回」と表記している場合でも、小数点以下の数が存在する場合がある。

※計画値及び実績値には小数点以下の端数が存在するため、上記の表の数値で計算した増減率と一致しな
い場合がある。

令和元年度 令和２年度

月平均の利用人数

0 人

（４）　地域密着型サービス

令和２年度

月平均の利用人数及び利用回（日）数 月平均の利用人数及び利用回（日）数

⑦地域密着型通所介護

介護予防サービス（要支援１・２の方が利用）

①介護予防認知症対応型
  通所介護

③認知症対応型通所介護

令和元年度令和２年度令和元年度

①定期巡回・随時対応型
  訪問介護看護

16 人 8 人 △ 50.0 19 人
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